
（記載例） 

別記様式第１ 

消 火 器 試 験 結 果 報 告 書 

実施日 平成３０年６月１２日 

実施者

住 所 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

氏 名 霞 太郎 印 

用 途 （ ５ ）項イ・民泊 構 造 耐火構造で内装制限したもの  その他 

延べ面積 ２００ｍP

2 必要能力単位 ２ 緩和対象の消火設備 有 無 

付加設置部分の有無 有（少量危険物・指定可燃物・電気設備・火気使用設備）   無 

階 用 途 

消火器の種別及び個数 A能 力 単 位       E 結   果 

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 合計 Ａ Ｂ Ｃ 適応性 
設置場
所 等 

標 識 機 器 

１ 宿泊室 １ ３ ７ ○ ○ ○ ○ ○ 

２ 宿泊室 １ ３ ７ ○ ○ ○ ○ ○ 

合 計 １ １ ６ 14 ○ ―――――― 

備

考

備考１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  ２ 選択肢のある欄は、該当する事項を○印で囲むこと。 

  ３ ａは粉末消火器、ｂは泡消火器、ｃは強化液消火器、ｄは二酸化炭素消火器、ｅはハロゲン化物消火器 

及びｆは水消火器をいう。また、能力単位Ｃ欄は、該当する消火器が設置してある場合に○印で記入すること。 

  ４ 付加設置すべき部分がある場合には、各階ごとに、用途の欄にその部分を記入すること。 

  ５ 結果の欄には、良否を記入すること。

□「消防法施行令別表第一の項・具体的な用途」を記載します。

□ 建物全体が５項イとなる場合は建物全体の延べ面積を、16項イとなる場合は５項イ部分の床面積を

記載します。 

５項イ：ホテルや旅館などの宿泊施設のことです。民泊のうち、人を宿泊させる間に家主が不在

となるものや宿泊室の床面積合計が５０㎡を超えるものはこの項に該当します。 

５項ロ：共同住宅や下宿、寄宿舎のことで、共用の廊下や階段、エントランスなどがある集合住

宅をいいます。 

16項イ：２以上の用途が存する複合用途のことです。５項ロの一部を５項イに転用した場合はこ

の項に該当します。 

補足 

□ 「必要能力単位」の欄は「延べ面積÷１００」で得られた数値（小数点以下切り上げ）を記載します。 

 「構造」の別や「緩和対象の消火設備」の有無によっては、必要能力単位を減免することがで

きますが、不明な場合は○をつけなくても結構です。補足 

□ 通常、「有」に該当する部分はありませんので、「無」に○をします。

 ガソリン（４０ℓ 以上）や灯油・軽油（２００ℓ 以上）を貯蔵している場合は「少量危険物」

に○をつけます。

 その他、変電設備や業務用の乾燥機・調理器具などを設ける場合は、追加で消火器の設置が

必要となる場合がありますので、管轄の消防署にご確認ください。

補足 

別添４
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備考１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  ２ 選択肢のある欄は、該当する事項を○印で囲むこと。 

  ３ ａは粉末消火器、ｂは泡消火器、ｃは強化液消火器、ｄは二酸化炭素消火器、ｅはハロゲン化物消火器 

及びｆは水消火器をいう。また、能力単位Ｃ欄は、該当する消火器が設置してある場合に○印で記入すること。 

  ４ 付加設置すべき部分がある場合には、各階ごとに、用途の欄にその部分を記入すること。 

  ５ 結果の欄には、良否を記入すること。 

消 火 器 試 験 結 果 報 告 書 

 

実施日 平成３０年６月１２日  

 

実施者                    

 

住 所 東京都千代田区霞が関２－１－２    

 

氏 名 霞 太郎            印  

用 途 （ ５ ）項イ・民泊 構 造 耐火構造で内装制限したもの  その他 

延べ面積 ２００ｍP

2 必要能力単位 ２ 緩和対象の消火設備 有 無 

付加設置部分の有無  有（少量危険物・指定可燃物・電気設備・火気使用設備）   無 

階 用 途 

消火器の種別及び個数 A能 力 単 位       E 結       果 

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 合計 Ａ Ｂ Ｃ 適応性 
設置場
所 等 

標 識 機 器 

１ 宿泊室 １       ３ ７ ○ ○ ○ ○ ○ 

２ 宿泊室   １     ２ ２ ○ ○ ○ ○ ○ 

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

                

合 計 １  １     ６ 14 ○ ―――――― 

備 

考 

 

□ 設置階数と当該階（設置する場所）の主な用途を記載します。 

 消火器の種別は消火器本体に表示されています。 

 「粉末消火器」 は“ａ”の列に、 

「強化液消火器」は“ｃ”の列に個数を記載します。 
補足 

□ 消火器の種別と設置個数を記載します。 

 

＜消火器本体の表示例＞ 

Ａ（火災） 
木材、紙類、繊維などの普通火災 

（Ｂ・Ｃ火災以外の火災） 
 

Ｂ（火災） 
ガソリン･灯油･てんぷら油などの

油火災 
 

Ｃ（火災） 
通電中のコンセントや配線などの

電気火災 
 

 

補足 

□ 消火器本体の表示を見て能力単位を記載します。 

 

 Ｃ火災には能力単位が 

ないので、Ｃと記載されて 

いれば○を記載します。 

□「適応性」：消火器がＡ・Ｂ・Ｃ火災に対応していれば○を記載します。 

 

□「設置場所等」：設置された消火器が以下の全てに適合していれば○を記載します。 

□ 各部分が歩行距離２０ｍ以下となるように設置されている。 

  □ 通行・避難に支障が無く、使用に際して容易に持ち出すことができる場所に設置されている。 

  □ 床の上に置かれているなど、床面からの高さが１．５ｍ以下の高さに設置されている。 

  □ 消火器本体に表示された使用温度範囲を超える場所には設置されていない。 

（例：暖房器具の直近など。） 

  □ 屋外廊下など、風雨がかかる場所に設置された消火器は格納箱に収納されている。 

 

□「標識」：消火器付近の見やすい場所に標識が設置されている。 

 

□「機器」：検定の合格証が添付され、変形や損傷がない。 

● ● 

＜ 合格証 ＞ 

＜ 標識の例 ＞ 


